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【 要 旨 】 

 

１. はじめに 

2011 年の東日本大震災、そして、中国地方をはじめとする西日本を中心に台風、集中

豪雨による被害が相次いでおり、企業における防災・事業継続への関心も高まっている。 

また、政府の中央防災会議・防災対策推進検討会議の下に 2012 年４月に設置された「南

海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」において、南海トラフ巨大地震を対象

として、特に津波対策を中心に実行できる対策を速やかに強化していくことが重要との

認識の下、当面取り組むべき対策等をとりまとめた中間報告が 2012 年７月に、被害想定

の第一次報告として建物被害・人的被害等の推計結果が 2012 年８月に、さらには、被害

想定の第二次報告として施設等の被害および経済的な被害が 2013 年８月に取り纏めら

れ、公表されたところである。 

このような状況下、株式会社日本政策投資銀行岡山事務所では、一般社団法人岡山経済

同友会および岡山県商工会議所連合会1と共同で、各会員企業が南海トラフ巨大地震等の

大規模災害のリスクをどの程度認識し、それに対する備えを進めているかについて意識

調査を実施した。（調査時点：2016 年 12 月） 

 

２. 調査結果の概要 

①会員企業の防災対策の現状 

会員企業に対し、大規模災害・巨大事故等発生時の防災対策について尋ねたところ、防

災計画の策定、避難訓練の実施、安否確認体制の整備などの対策を行っている企業は６

～７割となっている。なお、製造業の安否確認体制の整備については 77%と高水準とな

っている。また、重要施設や生産設備・機器等の耐震化対策を実施している企業は５割

となっている。 

 

②会員企業のＢＣＰ（事業継続計画）策定への取り組み状況 

事業継続への対策について尋ねたところ、ＢＣＰを「策定済」 とする会員企業の割合

は 41%（うち製造業 40%、非製造業 41%）であり、残りの約６割の企業は、「特に対策をし

ていない」または「防災計画は持っているがＢＣＰは未策定」との回答であった。 

参考までに、「平成 27 年度 企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」（内閣

府）によると、全体で 36%の企業が「策定済」と回答しており、調査対象となる企業規模

が同一ではないものの、会員企業の対策状況は全国と比較して遜色ない水準にあると思

                                                  
1.岡山、倉敷、津山、玉島、玉野、児島、笠岡、井原、備前、高梁、総社および新見の 12商工会議所で
ある。 
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われる。 

しかしながら、県内本社所在企業（全産業）でみると、29%の企業がＢＣＰを「策定済」

と回答している一方、46%の企業が「特に対策をしていない」との回答状況であり、さら

なる取り組みが期待されるところである。 

なお、ＢＣＰを「策定済」と回答した企業に対して、その効果を尋ねたところ、４割程

度の企業が「内部統制・内部管理の改善に寄与」および「従業員の防災意識の向上に寄

与」と回答している。また、同様に、その方法を尋ねたところ、「国や自治体が公表する

文書」が最多で、次いで「親会社・グループ会社の指導を受けた」という回答であった。 

 

③会員企業のＢＣＰ策定が進まない理由 

ＢＣＰ策定が進まない理由として最も多くあげられた理由は、「策定に必要なスキル・

ノウハウがない」であり、次いで、「策定する人手を確保できない」、「法律、規制等の要

請がない」との回答が多い。また、スキル・ノウハウ不足や人員面での制約を主因とし

てあげた企業は、製造業に多く、独立系企業を中心に、ＢＣＰ策定に向けた取り組みが

困難であるという認識を示していると思われる。 

 

④会員企業が懸念するリスク 

大規模災害や巨大事故等発生時の事業継続において懸念する事項について尋ねたとこ

ろ、「事業所・設備機器の確保」等自社施設への懸念、「動力・ライフラインの確保」「交

通事情の悪化」等インフラ関連への懸念、「原料・商品等の仕入れ」「得意先・取引先の

喪失・消費の低迷」等のサプライチェーン関連の懸念の３つに大きくグルーピングでき

る。特に製造業は、「サプライチェーン」への懸念が強い。よって、製造業においては、

特にＢＣＰ策定によって、より取引先からの信頼を得られる可能性が高いものと推察さ

れる。 

 

⑤東日本大震災等近年の重大災害の影響 

m.東日本大震災によって何らかの影響を受けた企業としては、製造業において、サプラ

イチェーン（「原材料の調達難による生産停止・減少」、「納入先の受入停止による生産停

止・減少」）による影響を受けたとする回答が多い。 

また、東日本大震災によりＢＣＰへの意識や取り組み姿勢に変化があったかどうかを

尋ねたところ、全産業で７割強の企業が「大いに変わった」または「やや変わった」と

回答している。 

 

⑥サプライチェーンに対する認識 

事業継続の観点から、製造業のサプライチェーンに関する対応や認識について尋ねた

ところ、自社がサプライチェーンを止めないために、「生産拠点の分散（国内）」が必要

との回答が６割におよび、次いで「調達先の多様化」、「協力工場との間で事前の連携体

制構築」との回答が多かった。 
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また、大規模災害や巨大事故等の発生時に生産拠点が被災した場合において、代替生産

が可能かどうかたずねたところ、「ある程度は可能」と回答した企業が５割となっている

一方、「殆どできない」との回答が４割弱となっている。 

 

３. まとめ 

今回の調査結果から、会員企業のＢＣＰ策定の取り組みは、国による同種の調査と比較

して遜色ない水準にあると思われる。しかしながら、県内本社所在企業（全産業）のう

ち、ＢＣＰを「策定済」と回答している企業は 29%のみであり、さらなる取り組みが期待

されるところである。 

 

ＢＣＰ未策定の理由として、スキル・ノウハウ不足との回答が多くみられる。確かに、

「親会社・グループ会社の指導を受けた」と回答する企業が多い一方で、製造業を中心

に「国や自治体の公表文書」および「ＢＣＰ関連書籍」等を参考としたと回答した企業

がより多数存在しており、自立的にノウハウを取得してＢＣＰを策定した企業も相当数

存在することが伺われる。よって、経営層が率先してＢＣＰの重要性についての理解を

深め、そのノウハウを収集・取得する姿勢が必要なのではないかと思われる。 

また、地方自治体、商工会議所、経済団体、金融機関等の関係団体・法人も、その現状

を認識し、ノウハウ取得のための情報提供面等のサポートをすべきである。 

 

東日本大震災により、７割強の企業がＢＣＰへの意識や取り組み姿勢が「大いに変わっ

た」または「やや変わった」と回答しているものの、震災から丸６年が経過しようとし

ているが、未だ実際の取り組みには繋がりきれていない状況が伺える。 

 

企業にとって、ＢＣＰ策定は相応の負担を伴うと推察できるものの、調査結果のとおり、

４割の企業が「内部統制・内部管理の改善に寄与」と回答しており、非常時のみならず、

日常業務の遂行においても有益なツールとなっている点を認識して欲しい。 

 

加えて、ＢＣＰについては、策定率の向上のみならず、非常事態時にきちんと機能を発

揮できるよう、定期的に訓練等を通して見直しを図り、実行力のあるものにしていく必

要がある。 

 

今後、相当程度の確率で発生が想定される「南海トラフ」の巨大地震の想定被害をみる

と、岡山県は、四国および山陽各県の中でも比較的甚大な被害とはならないことが想定

されている。そうであるからこそ、岡山県は、甚大な被害を受けたエリアのバックアッ

プ拠点、サポート拠点の一つとなりうるはずである。そのためには、岡山県内企業が地

理的優位性を活かしつつ、真に有効なＢＣＰを策定していくことが不可欠である。そし

3



 

て、このＢＣＰ策定等の事業継続のための取り組みを通じて、名実ともに災害に強い岡

山の代表として各企業が活躍されることを期待したい。 
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【調 査 方 法 等】 

 

１．調査対象企業 

一般社団法人岡山経済同友会および岡山県商工会議所連合会（岡山、倉敷、津山、

玉島、玉野、児島、笠岡、井原、備前、高梁、総社および新見の 12 商工会議所）

の会員企業のうち、資本金 1千万円以上且つ従業員 100 人以上の企業（2016 年 11

月 1 日時点） 

 

２．調査方法 

調査用紙のＦＡＸまたは郵便による送付および回収により実施 

 

３．調査実施時期 

2016 年 11 月 21 日～2016 年 12 月 16 日 

 

４．回答企業数 

327 社（製造業 125 社、非製造業 202 社） 
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【調査結果の概要】 

１. 会員企業の防災対策の現状 

会員企業に対し、大規模災害・巨大事故等発生時の防災対策について尋ねたところ、防

災計画の策定、避難訓練の実施、安否確認体制の整備などの対策を行っている企業は６～

７割となっている。なお、製造業の避難訓練・防災訓練の定期的実施については 77%と高

水準となっている。 

また、重要施設や生産設備・機器等の耐震化対策を実施している企業は５割となってい

る。 

【図表１：防災対策の状況（はい・いいえ形式）】 

 

 

２. 会員企業のＢＣＰ策定への取り組み状況 

大規模災害・巨大事故等発生時の事業継続への対策について尋ねたところ、ＢＣＰを

「策定済」2とする会員企業の割合は 41%（うち製造業 40%、非製造業 41%）であり、残り

の約６割の企業は、「特に対策をしていない」または「防災計画は持っているがＢＣＰは

未策定」との回答であった。 

参考までに、「平成 27 年度 企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」（内閣

府）によると、全体で 36%の企業が「策定済」と回答しており、調査対象となる企業規模

が同一ではないものの、岡山県内所在企業の対策状況は全国と比較して遜色ない水準に

あると思われる。 

業種別にみると、製造業の「防災計画は持っているが、ＢＣＰは未策定」（20%）が非製

造業のそれ（18%）に比して高く、防災意識はあるもののＢＣＰ策定まで至っていない企

                                                  
2. 事業継続への対策について「策定はできている」、「ＢＣＰの策定に加え、訓練等を通じて改善を図っ
ている」、「バックアップ施設等のＢＣＰ対策が既に行われている」のいずれかを回答した企業の割合。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

防災を統括／所轄する組織／部署がある

防災計画を有する

避難訓練、防災訓練を定期的に実施している

災害時の安否確認体制が整備されている

災害時に必要となる生活備蓄を全役職員に対し３日分程

度確保している

重要施設の耐震化対策等を実施している

生産設備・機器やｵﾌｨｽ内の耐震化対策等を実施している

全産業（n＝327）

製造業（n＝125）

非製造業（n=202）
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業が相当数あるものと推測される。 

また、10 社以上の回答数のある業種のうち「策定済」とする企業の割合が全産業以下

である業種は、卸売・小売（18%）、食品（22%）、その他の製造業（33%）、運輸（33%）の

４業種であった。一方で、「策定済」とする企業の割合が全産業以上である業種は、電気

機械（75%）、化学（67%）、建設（63%）、その他の非製造業（60%）、通信・情報（56%）、輸

送用機械（50%）、サービス（43%）の７業種であった。 

拠点所在地別（全産業、回答数 10 社以上）にみると、「策定済」とする企業の割合は、

岡山市（46%）、笠岡市・井原市・里庄町・浅口市・矢掛町（45%）、倉敷市・早島町（29%）、

津山市・鏡野町・美咲町・久米南町・勝央町・奈義町（25%）となっている。 

県内本社所在企業（全産業）にみると、29%の企業がＢＣＰを「策定済」と回答してい

る一方、46%の企業が「特に対策をしていない」との回答状況であり、さらなる取り組み

が期待されるところである。 

企業規模別(全産業)にみると、「策定済」とする企業の割合は、従業員数 300 人以上

（56%）、売上高 50 億円以上（50%）、資本金３億円以上（68%）となっており、中堅企業

以上のＢＣＰ策定状況の進捗が伺える結果となっている。 

 

【図表２：事業継続対策への取り組み（１つのみ回答）】 

 

 

ＢＣＰを「策定済」と回答した企業に対して、その効果を尋ねたところ、４割程度の企

業が「内部統制・内部管理の改善に寄与」および「従業員の防災意識の向上に寄与」と

回答している。また、製造業では、サプライチェーンの観点から「取引先の増加・信頼

度向上に寄与」と回答した企業が２割強あった。 

 

0% 10% 20% 30% 40%

特に対策をしていない

防災計画は持っているがＢＣＰは未策定

ＢＣＰの策定はできている

ＢＣＰの策定に加え、訓練等を通じて改善を

図っている

バックアップ施設の整備等のＢＣＰの対策が

すでに行われている

全産業（n＝327）

製造業（n＝125）

非製造業（n=202）

ＢＣＰ未策定 

ＢＣＰ策定済
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【図表３：ＢＣＰ全策定の効果（１つのみ回答）】 

 

 

また、ＢＣＰを「策定済」と回答した企業に対して、その方法を尋ねたところ、「国や

自治体が公表する文書」が最多で、次いで「親会社・グループ会社の指導を受けた」と

いう回答であった。 

 

【図表４：ＢＣＰを策定した方法（複数回答）】 

    

0% 10% 20% 30% 40% 50%

内部統制・内部管理の改善に寄与

取引先企業の増加・信頼度向上に寄与

従業員の防災意識向上に寄与

その他
全産業(n=133)

製造業(n=50)

非製造業(n=83)

0% 20% 40% 60%

国や自治体が公表する文書

規格（ＩＳＯ等）を参考とした

業界団体のガイドラインを参考とした

ＢＣＰ関連の書籍を参考とした

ＢＣＰ関連のコンサルタントを活用した

ＢＣＰ関連のＮＰＯを活用した

取引先の指導を受けた

親会社・グループ会社の指導を受けた

全産業(n=133)
製造業(n=50)
非製造業(n=83)

文書等を参考 

人的サポート

を活用 
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３. 会員企業のＢＣＰ策定が進まない理由 

ＢＣＰ策定が進まない理由として最も多くあげられた理由は、「策定に必要なスキル・

ノウハウがない」であり、次いで、「策定する人手を確保できない」、「法律、規制等の要

請がない」との回答が多い。また、スキル・ノウハウ不足や人員面での制約を主因とし

てあげた企業は、製造業に多く、独立系企業を中心に、ＢＣＰ策定に向けた取り組みが

困難であるという認識を示していると思われる。 

なお、「策定の費用が確保できない」および「代替オフィス等の対策経費が確保できな

い」といった費用面・経費面での理由は、小規模企業であるほど総じて回答割合が高く、

「策定」の必要性は認識しているものの、資金面での課題が鮮明となった。 

 

【図表５：ＢＣＰ未策定の理由（複数回答）】 

 

 

 

 

 

0% 20% 40% 60% 80%

法律、規制等の要請がない

顧客、取引先からの要請がない

経営層がＢＣＰの重要性を認識していない

策定の効果が期待できない

策定の費用が確保できない

代替オフィス等の対策経費が確保できない

策定する人手を確保できない

策定に必要なスキル・ノウハウがない

ガイドライン等に自社の業種に即した例示が

ない

災害とは無縁であると考えている

その他

全産業(n=180）
製造業(n=69）
非製造業(n=111）
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４. 会員企業が懸念するリスク 

大規模災害や巨大事故等発生時の事業継続において懸念する事項について尋ねたとこ

ろ、「事業所・設備機器の確保」等自社施設への懸念、「動力・ライフラインの確保」「交

通事情の悪化」等インフラ関連への懸念、「原料・商品等の仕入れ」「得意先・取引先の

喪失・消費の低迷」等のサプライチェーン関連の懸念の３つに大きくグルーピングでき

る。特に製造業は、「サプライチェーン」への懸念が強く、ＢＣＰ策定によって、より取

引先からの信頼を得られる可能性が高いものと推察される。  

 

【図表６：大規模災害や巨大事故等において特に心配な事項（複数回答）】 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業所の確保

設備機器の確保

補修・新築工事の遅れ

港湾機能の低下

交通事情の悪化

動力・ライフラインの確保

被災地イメージの先行

景気回復の遅れ

技術者・職員の確保・育成

過剰な雇用人員

外注先の確保

原料、商品等の仕入れ

得意先・取引先の喪失・消費の低迷

同業他社と比べた復旧の遅れ

他地域からの同業他社進出

資金面での影響

全産業（n＝327）

製造業（n＝125）

非製造業（n=202）

拠点・設備の確保

インフラ 

サプライチェーン
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５. 東日本大震災等近年の重大災害の影響等 

 東日本大震災によって何らかの影響を受けた企業としては、製造業において、サプラ

イチェーン（「原材料の調達難による生産停止・減少」「納入先の受入停止による生産停

止・減少」）による影響を受けたとする回答が多い。 

 一方、岡山県の比較的近接エリアでも発生している台風や集中豪雨の影響を受けた

とする企業の割合は、東日本大震災のそれより低く、ひとたび、甚大な災害が発生する

と比較的遠距離エリアでの災害であっても、サプライチェーンに影響を及ぼすことが

理解できる。 
【図表７：東日本大震災による影響（複数回答）】 

 

【図表８：台風や集中豪雨による影響（複数回答）】 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社工場・拠点の直接被災

生産・営業委託先の被災

サプライチェーン（原材料の調達難による生

産停止・減少）

サプライチェーン（納入先の受入停止による

生産停止・減少）

風評による売上の低下

その他

特段の影響は受けていない

全産業（n＝327）

製造業（n＝125）

非製造業（n=202）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社工場・拠点の直接被災

生産・営業委託先の被災

サプライチェーン（原材料の調達難による

生産停止・減少）

サプライチェーン（納入先の受入停止によ

る生産停止・減少）

風評による売上の低下

その他

特段の影響は受けていない

全産業（n＝327）

製造業（n＝125）

非製造業（n=202）
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また、東日本大震災によりＢＣＰへの意識や取り組み姿勢に変化があったかどうかを

尋ねたところ、全産業で７割強の企業が「大いに変わった」または「やや変わった」と

回答している。 

同様に、台風や集中豪雨に関しては、５割強の企業が「大いに変わった」または「やや

変わった」と回答している。 
 

【図表９:東日本大震災によるＢＣＰへの取組姿勢の変化（１つのみ回答）】 

 

 

【図表 10:台風、集中豪雨によるＢＣＰへの取組姿勢の変化（１つのみ回答）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業（n=319）

製造業（n=124）

非製造業（n=195）

大いに変わった やや変わった 殆ど変わっていない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業（n=321）

製造業（n=123）

非製造業（n=198）

大いに変わった やや変わった 殆ど変わっていない
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６. サプライチェーンに対する認識（製造業） 

事業継続の観点から、製造業のサプライチェーンに関する対応や認識について尋ねた

ところ、自社がサプライチェーンを止めないために、「生産拠点の分散（国内）」が必要

との回答が６割強におよび、次いで「調達先の多様化」、「協力工場との間で事前の連携

体制構築」との回答が多かった。 

 

【図表 11：自社がサプライチェーンを止めないために必要と思われること（複数回答）】 

 
 

また、大規模災害や巨大事故等の発生時に生産拠点が被災した場合において、代替生産

が可能かどうかたずねたところ、「ある程度は可能」と回答した企業が５割となっている

一方、「殆どできない」との回答が４割弱となっている。 

 

【図表 12：自社の生産拠点】 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

生産拠点の分散（国内）

生産拠点の分散（海外）

協力工場との間での事前の連携体制構築

調達先の多様化

在庫の積み増し

標準部品の多用化

その他

ある程度

は可能
50%

殆どできない
39%

わからない
11%

生産拠点

の分散

（国内）

46%
生産拠点

の分散

（海外）

23%

協力工場へ

の生産委託

29%

その他

2%
(n=86)

(n=125) 

(n=123) 

*「ある程度は確保可能」と回答

した企業に対して、代替生産手

段を確保済の方法を尋ねた 
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【岡山県企業のBCP（事業継続計画）に関する意識調査質問内容】

【図表１関連】大規模災害・巨大事故等発生時の防災対策の状況をお答え下さい。
「はい・いいえで回答、対象：全ての企業」

防
災
を
統
括
／
所
轄
す
る

組
織
／
部
署
が
あ
る

防
災
計
画
を
有
す
る

避
難
訓
練

、
防
災
訓
練
を

定
期
的
に
実
施
し
て
い
る

災
害
時
の
安
否
確
認
体
制

が
整
備
さ
れ
て
い
る

災
害
時
に
必
要
と
な
る
生

活
備
蓄
を
全
役
職
員
に
対

し
３
日
分
程
度
確
保
し
て

い
る

重
要
施
設
の
耐
震
化
対
策

等
を
実
施
し
て
い
る

生
産
設
備
・
機
器
や
オ

フ

ィ
ス
内
の
耐
震
化
対
策

等
を
実
施
し
て
い
る

(

回
答
企
業
数

)

合計 255 210 234 244 107 163 134 327

【図表２関連】南海トラフ地震等大規模災害・巨大事故等発生時の事業継続への対策についてお選び下さい。
｢単数回答、対象：全ての企業｣

特
に
対
策
を
し
て
い
な
い

防
災
計
画
は
持

っ
て
い
る

が
Ｂ
Ｃ
Ｐ
は
未
策
定

Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
策
定
は
で
き
て

い
る

Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
策
定
に
加
え

、

訓
練
等
を
通
じ
て
改
善
を

図

っ
て
い
る

バ

ッ
ク
ア

ッ
プ
施
設
の
整

備
等
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
対
策
が

す
で
に
行
わ
れ
て
い
る

(

対
象
企
業
数

)

合計 118 62 54 32 47 327

【図表３関連】BCP策定の具体的効果についてお答え下さい。
｢単数回答、対象：全ての企業｣

内
部
統
制
・
内
部
管
理
の

改
善
に
寄
与

取
引
先
企
業
の
増
加
・
信

頼
度
向
上
に
寄
与

従
業
員
の
防
災
意
識
向
上

に
寄
与

そ
の
他

(

回
答
企
業
数

)

合計 54 19 52 5 133

【図表４関連】どのような方法でＢＣＰを策定しましたか。
｢複数回答、対象：全ての企業｣

国
や
自
治
体
が
公
表
す
る

文
書

規
格

（
Ｉ
Ｓ
Ｏ
等

）
を
参

考
と
し
た

業
界
団
体
の
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
を
参
考
と
し
た

Ｂ
Ｃ
Ｐ
関
連
の
書
籍
を
参

考
と
し
た

Ｂ
Ｃ
Ｐ
関
連
の
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト
を
活
用
し
た

Ｂ
Ｃ
Ｐ
関
連
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
を

活
用
し
た

取
引
先
の
指
導
を
受
け
た

親
会
社
・
グ
ル
ー

プ
会
社

の
指
導
を
受
け
た

(

対
象
企
業
数

)

合計 64 21 34 22 17 2 3 40 133
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【図表５関連】ＢＣＰ未策定の理由をお選び下さい。
｢複数回答、対象：全ての企業｣

法
律

、
規
制
等
の
要
請
が

な
い

顧
客

、
取
引
先
か
ら
の
要

請
が
な
い

経
営
層
が
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
重
要

性
を
認
識
し
て
い
な
い

策
定
の
効
果
が
期
待
で
き

な
い

策
定
の
費
用
が
確
保
で
き

な
い

代
替
オ
フ

ィ
ス
等
の
対
策

経
費
が
確
保
で
き
な
い

策
定
す
る
人
手
を
確
保
で

き
な
い

策
定
に
必
要
な
ス
キ
ル
・

ノ
ウ
ハ
ウ
が
な
い

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
に
自
社

の
業
種
に
即
し
た
例
示
が

な
い

災
害
と
は
無
縁
で
あ
る
と

考
え
て
い
る

そ
の
他

(

対
象
企
業
数

)

合計 51 24 15 28 22 33 67 99 23 11 35 180

【図表６関連】大規模災害・巨大事故等発生時の事業継続において特に心配な事項は何ですか。
｢複数回答、対象：全ての企業｣

事
業
所
の
確
保

設
備
機
器
の
確
保

補
修
・
新
築
工
事
の
遅
れ

港
湾
機
能
の
低
下

交
通
事
情
の
悪
化

動
力
・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の

確
保

被
災
地
イ
メ
ー

ジ
の
先
行

景
気
回
復
の
遅
れ

技
術
者
・
職
員
の
確
保
・

育
成

過
剰
な
雇
用
人
員

外
注
先
の
確
保

原
料

、
商
品
等
の
仕
入
れ

得
意
先
・
取
引
先
の
喪

失
・
消
費
の
低
迷

同
業
他
社
と
比
べ
た
復
旧

の
遅
れ

他
地
域
か
ら
の
同
業
他
社

進
出

資
金
面
で
の
影
響

(

回
答
企
業
数

)

合計 111 130 39 16 122 155 10 42 72 2 38 94 85 27 9 20 327

【図表７関連】東日本大震災により影響を受けましたか。
｢複数回答、対象：全ての企業｣

自
社
工
場
・
拠
点
の
直
接
被
災

生
産
・
営
業
委
託
先
の
被
災

サ
プ
ラ
イ
チ

ェ
ー

ン

（
原
材
料

の
調
達
難
に
よ
る
生
産
停
止
・

減
少

）

サ
プ
ラ
イ
チ

ェ
ー

ン

（
納
入
先

の
受
入
停
止
に
よ
る
生
産
停

止
・
減
少

）

風
評
に
よ
る
売
上
の
低
下

そ
の
他

特
段
の
影
響
は
受
け
て
い
な
い

(

回
答
企
業
数

)

合計 63 51 55 35 14 23 181 327

【図表８関連】近年、台風や集中豪雨により影響を受けましたか。
｢複数回答、対象：全ての企業｣

自
社
工
場
・
拠
点
の
直
接
被
災

生
産
・
営
業
委
託
先
の
被
災

サ
プ
ラ
イ
チ

ェ
ー

ン

（
原
材
料

の
調
達
難
に
よ
る
生
産
停
止
・

減
少

）

サ
プ
ラ
イ
チ

ェ
ー

ン

（
納
入
先

の
受
入
停
止
に
よ
る
生
産
停

止
・
減
少

）

風
評
に
よ
る
売
上
の
低
下

そ
の
他

特
段
の
影
響
は
受
け
て
い
な
い

(

回
答
企
業
数

)

合計 36 23 22 12 5 13 238 327
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【図表９．10関連】東日本大震災、近年の台風・集中豪雨後に記者におけるＢＣＰに対する意識や取り組み姿勢は変わりましたか。
｢単数回答、対象：全ての企業｣

大
い
に
変
わ

っ
た

や
や
変
わ

っ
た

殆
ど
変
わ

っ
て
い
な
い

(

回
答
企
業
数

)

大
い
に
変
わ

っ
た

や
や
変
わ

っ
た

殆
ど
変
わ

っ
て
い
な
い

(

回
答
企
業
数

)

合計 116 120 83 319 38 131 152 321

製造業 42 50 32 124 9 57 57 123
非製造業 74 70 51 195 29 74 95 198

東日本大震災後 近年の台風・集中豪雨後

【図表11関連】大規模災害の際に自社がサプライチェーンを止めないために、どのような取り組みが必要と思われますか。
｢複数回答、対象：製造業の企業のみ｣

生
産
拠
点
の
分
散

（
国
内

）

生
産
拠
点
の
分
散

（
海
外

）

協
力
工
場
と
の
間
で
の
事
前

の
連
携
体
制
構
築

調
達
先
の
多
様
化

在
庫
の
積
み
増
し

標
準
部
品
の
多
用
化

そ
の
他

(

対
象
企
業
数

)

製造業のみ 79 31 72 73 22 15 2 125

【図表12関連】大規模災害・巨大事故等発生時において自社の生産拠点が被災した場合に何らかの形で代替生産は可能ですか。
｢複数回答、対象：製造業の企業のみ｣

生
産
拠
点
の
分
散

（
国
内

）

生
産
拠
点
の
分
散

（
海
外

）

協
力
工
場
へ
の
生
産
委
託

そ
の
他

(

対
象
企
業
数

)

製造業のみ 39 20 25 2 86
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【図表５関連　ＢＣＰ未策定の理由｢その他｣欄】

・沿岸部にあるため巨大地震の被害が想定不能 ・業務多忙のため

・設備、建物の倒壊のレベルなど、被災の程度が予想困難 ・取引先のBCPの状況が未開示

・親会社の指示・指導を受ける ・何が起きるか予測できないので策定のしようがない

・岡山における大規模災害のシナリオのイメージ不足

【図表７関連　東日本大震災による影響｢その他｣欄】

・被災地に人手が集中し、人手不足と外注費が高騰 ・被災した取引先等の支援

・同業メーカーの被災により受注、生産ともに増加 ・東北の拠点に応援者を派遣

・被災企業の業務応援要請

【図表８関連　台風や集中豪雨による影響｢その他｣欄】

・被災した取引先等の支援

・熊本地震や自然災害拠点に応援者を派遣

・湾岸立地のため津波対策等のインフラ整備とライフラインの確保・早期復旧

・港湾機能の整備

・幹線道路の整備

・緊急速報、警報の精度アップ

・復旧資材（原材料含む）輸送に対する通行禁止除外扱い

・被害状況に応じたインフラ（交通等）の規制が必要

・耐震補強における自治体からの補助

・災害の場所・規模・停止となる期間によるが、何よりも情報、通信、インフラ、ネットワークの維持・確保が重要

・電機やガス、物流の早期復旧、ならびに素材関連といった製造業全体の上流に位置する会社の早期復旧

・公共インフラの早期復旧

・行政による耐震化工事への資金的サポート

・代替生産に関するルールづくり

・在庫の確保

製造業 非製造業

【図表１１関連　(自由意見)大規模災害の際に自社がサプライチェ-ンを止めないために、自社以外でどのようなサポート体
制があれば良いと思うか】：製造業のみ

【図表１２関連　大規模災害・巨大事故発生時において自社の生産拠点が被災した場合は何らかの形で代替生産は可能
か｢その他欄｣】：製造業のみ

・物流インフラの強化と多重化

・河川や海岸への防湖堤設置

・対策費用の100%特別償却等の税金優遇策の実施

・事業継続には設備復旧が重要であり概ね防災計画で
満たしていると思われる
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